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第１７回特定個人情報保護評価部会議事録 

 

１ 日 時：令和６年１２月４日(水) 午前１０時００分～午前１１時２０分 

 

２ 場 所：千葉市役所高層棟２階 ＸＬ２０３会議室 

 

３ 出席者 

（１）委員 

   井原真吾部会長、中村直人副部会長、本澤陽一委員 

（２）事務局 

   渡邊市政情報室長、土谷主査、荒井主任主事、原田主任主事 

（３）実施機関 

  （情報システム課）田中情報システム課担当課長、渋谷主査 

  （業務改革推進課）山崎業務改革推進課長補佐、塙主査 

  （税制課）    山根税制課長補佐、宮田主査 

  （課税管理課）  飯澤課税管理課長、永山主任主事 

（医療政策課）  中嶋医療政策課担当課長、佐藤主査 

（健康保険課）  柿沼健康保険課長、齋藤主任主事 

  （介護保険管理課）上原介護保険管理課長、大塚主査 

 

４ 議 事 

（１）全項目評価書の第三者点検について 

ア 個人市民税に関する事務 

イ 固定資産税・都市計画税に関する事務 

ウ 後期高齢者医療に関する事務 

エ 介護保険に関する事務 

オ 国民健康保険に関する事務 

カ 予防接種に関する事務 

 

５ 議事の概要 

（１）全項目評価書の第三者点検について 

ア 個人市民税に関する事務 

イ 固定資産税・都市計画税に関する事務 

ウ 後期高齢者医療に関する事務 
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エ 介護保険に関する事務 

オ 国民健康保険に関する事務 

カ 予防接種に関する事務 

全項目評価書の第三者点検について、事務局及び実施機関から説明を受け、意見交換 

した。 

 

６ 会議経過： 

（渡邊市政情報室長） それでは、ただいまから、千葉市情報公開・個人情報保護審議会、

第１７回特定個人情報保護評価部会を開催させていただきます。 

 委員の皆様には、大変お忙しいところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとうございま

す。 

 それでは、井原部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

（井原部会長） ただいまから、千葉市情報公開・個人情報保護審議会、第１７回特定個

人情報保護評価部会を開催いたします。 

 本日は、部会委員３名、全ての委員の先生方にご出席をいただいておりますので、千葉

市情報公開・個人情報保護審議会設置条例施行規則第２条第２項において準用する、同条

例第６条第２項の規定によりまして、本部会は成立しております。 

 それでは、お手元の会議次第に従いまして、議事を進めたいと思います。 

 

◆議事（１）全項目評価書の第三者点検について 

 

（井原部会長） まずは、２の議事（１）「全項目評価書の第三者点検について」を議題

といたします。 

 まず、事務局のほうから、ご説明をお願いします。 

 

【事務局の説明】 

（土谷主査） 事務局より、本部会で審議をお願いする事項についてご説明をいたします。 

 お手元にお配りしております資料の、参考資料１をお願いいたします。こちらは、１１

月７日の親会においてご説明した資料になります。 

 「２ 令和６年度における実施概要」をご覧ください。 

 前回の部会におきまして、住民基本台帳、国民健康保険、国民年金の事務についてご審

議をいただき、本日は、表の中で網かけをしている６事務のご審議をお願いするものでご
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ざいます。 

 内容としましては、税関係の２事務と、介護保険に関する事務、予防接種に関する事務

の４事務につきましては、業務共通システムの標準化とガバメントクラウドへの移行によ

る変更のみとなります。 

 後期高齢者医療事務につきましては、業務共通システムのほか、当該事務で利用してお

ります福祉システムのガバメントクラウドへの移行と、番号利用条例に基づく医療保険給

付関係情報の移転による変更がございます。 

 また、国民健康保険に関する事務につきましては、前回ご審議をいただいたところでご

ざいますが、その中でご指摘を頂戴しました、業務共通システムの機能変更による評価書

の修正がございますので、再度議事とさせていただいているところでございます。 

 本日のご審議についてですが、まず、前回の部会におきまして、ガバメントクラウドに

おける、国及びガバメントクラウド事業者のアクセス制御についての書きぶりにつきまし

て、不統一な部分があるとのご質問、ご指摘をいただいた点、また、現行の業務共通シス

テムの機能として、「統合データベース機能」がございますが、標準化後はこの機能がな

くなるところ、国民健康保険に関する事務の中で、その機能があることを前提とした記載

がある点についてご指摘をいただきました。これにつきまして、情報システム課より、ご

指摘に対するご回答と対応についてご説明をいたします。 

 次に、参考資料２をお願いいたします。 

 こちらのとおり、井原部会長より事前質問を２点頂戴しております。併せまして、別冊

２の評価書をご覧いただきながらご説明いたしますが、まず、後期高齢者医療の全項目評

価書において、８５ページ目に別紙１がございます。こちらの表の、「移転方法」の欄に

つきましては、全て「庁内システム連携」と記載されております。 

 また、２９ページをご覧ください。下から２段目の「リスク２ 不適切な方法で提供・

移転が行われるリスク」の、「リスクに対する措置の内容」としまして、「庁内での移転

については、データ連携について事前に協議した情報及び移転先のみ、庁内連携システム

上で行う。」と、庁内システム連携におけるリスク対策が記載されております。 

 また、１７ページの移転方法の説明の箇所でも、「庁内連携システム」に「○」が入っ

ております。 

 一方で、７ページ目の、別添１にあります図をご覧いただきますと、網かけになってい

ます「評価の範囲」の中に、「福祉システム」が点線の枠として示されております。その
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中で、「※同システムを使用する他業務への移転は、システム内連携により行う」という

記載があり、庁内システム連携を行わず、福祉システム内で完結する移転があるとの記載

となっています。一方で、先ほどの別紙１や、２９ページ目の「Ⅲ ５．特定個人情報の

提供・移転」では、その点を踏まえた記載がなく、どのような理由によるものかというご

質問を頂戴しているところでございます。 

 改めまして、参考資料２をご覧ください。「２ 介護保険に関する事務について」につ

きまして、評価書の５０ページ目をご覧いただきますと、「５．特定個人情報の提供・移

転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）」というタイトルの右

で、「提供・移転しない」に○が付けられており、その下のリスク対策部分はブラックア

ウトしており、内容も未記載となっております。 

 一方で、評価書の１３ページ目をご覧いただきますと、「５．特定個人情報の提供・移

転」とあり、こちらは提供・移転が行われているのか、どういった機関や部署に対して行

われているのかという説明部分になりますが、「提供・移転の有無」では、「○ 提供を

行っている ２７件」、またその右で、「○ 移転を行っている １５件」という記載が

ございます。つまり、情報の移転が行われているとの記載がされております。１３ページ

目の記載を前提としますと、先ほどの５０ページ目についても記載が必要になるが、どの

ような理由によるものか、というご質問を頂戴しているところでございます。 

 １点目の後期高齢者医療事務につきましては、後ほど健康保険課よりご質問に対するご

回答と対応についてご説明いたしまして、２点目の介護保険に関する事務につきましては、

介護保険管理課よりご質問に対するご回答と対応についてご説明をいたします。 

 以上、大きく３点、情報システム課からのご説明に対してご審議をいただきまして、次

に健康保険課からのご説明に対するご審議、介護保険管理課からのご説明に対するご審議

をいただきまして、その後に、部会から親会への報告書案についてご審議をお願いしたい

と考えております。 

 資料１としてご用意しております、「システム標準化に係るデジタル庁からの情報提供

について」と、評価書の点検方法につきましては、前回ご説明をしておりますので、内容

は割愛いたしますが、点検方法につきましては、机上に配付しております、特定個人情報

保護評価関係例規をまとめましたファイルの、４－２「別添５ 特定個人情報保護評価指

針第１０の１（２）に定める審査の観点における主な考慮事項」がございますので、必要

な際はこちらをご参照いただければと思います。 
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 事務局からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

【意見交換等】 

（井原部会長） どうもありがとうございました。 

 ただいま本日の進行についてご説明をいただきましたが、ご質問、ご意見等はございま

すでしょうか。 

（なし） 

（井原部会長） よろしいでしょうか。 

 では、事務局にご説明いただいたとおりに進行したいと思います。 

 まずは、保護評価書の案について、順次、所管課からご説明をお願いいたします。 

 

【実施機関の説明】 

（田中情報システム課担当課長） 情報システム課の田中と申します。業務共通システム

を所管しております。よろしくお願いします。 

（渋谷主査） 情報システム課の渋谷と申します。よろしくお願いいたします。 

（山崎業務改革推進課長補佐） 業務改革推進課の山崎です。よろしくお願いいたします。 

（塙主査） 業務改革推進課の塙と申します。よろしくお願いいたします。 

（山根税制課長補佐） 税制課の山根でございます。よろしくお願いします。 

（宮田主査） 同じく税制課、宮田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

（飯澤課税管理課長） 課税管理課の飯澤と申します。よろしくお願いいたします。 

（永山主任主事） 課税管理課の永山と申します。よろしくお願いいたします。 

（柿沼健康保険課長） 健康保険課の柿沼と申します。よろしくお願いいたします。 

（齋藤主任主事） 健康保険課の齋藤と申します。よろしくお願いいたします。 

（中嶋医療政策課担当課長） 医療政策課の中嶋と申します。よろしくお願いいたします。 

（佐藤主査） 医療政策課の佐藤と申します。よろしくお願いいたします。 

（上原介護保険管理課長） 介護保険管理課の上原です。よろしくお願いいたします。 

（大塚主査） 同じく介護保険管理課、大塚と申します。よろしくお願いします。 

（土谷主査） それでは、情報システム課からご説明をさせていただきます。 

（渋谷主査） 情報システム課の渋谷です。私から説明させていただきます。 

 お手元の資料２をご覧ください。 
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 前回の特定個人情報保護評価部会においてご指摘をいただいた箇所について、評価書の

修正を行います。修正内容についてご説明させていただきます。 

 ２ページ目をご覧ください。一つ目のご指摘内容としては、全業務共通となる記載の部

分で、「特定個人情報ファイルの概要」の、保管・消去における「消去方法」の記載で、

「ガバメントクラウドにおける措置」の①では、「国及びガバメントクラウドのクラウド

事業者にはアクセスが制御されているため特定個人情報を消去することはない。」として

いますが、一方、リスク対策に関するページの「特定個人情報の保管・消去」の欄内、「リ

スク１：特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク」における、「技術的対策」の記載部

分では、「ガバメントクラウドにおける措置」の⑧として、「地方公共団体が管理する業

務データは、国及びガバメントクラウド事業者がアクセスできないよう制御を講じる。」

とされ、「「アクセス制御」の意味としては後者の記載の方が明確である、前者と後者で「「ア

クセス制御」の意味が異なるのか、と指摘をいただいておりました。 

 これについて、もともとは国の示した記載例を用いていましたが、ガバメントクラウド

の取扱いに係る国の資料を確認しても、特定個人情報の消去において、アクセス制御につ

いて取扱いが変わるものでもなく、また接続アカウントについては千葉市で管理を行いま

すので、意味としては同じものになります。また、表現を分ける必要性もないことから、

前者の特定個人情報の消去の記述を修正案のとおり修正いたします。 

 続いて、３ページ目をご確認ください。ここから５ページ目までは、同じご指摘内容に

対する修正になります。 

 前回の部会でも説明したとおり、業務共通システムの統合データベース管理機能は、標

準化に伴って事業者が提供しなくなることから、機能としては削除されます。 

 国民健康保険の評価書において、機能が削除されるはずの統合データベースを用いる、

とした記載が残っていたことから、ご指摘いただいておりました。 

 こちらは「「Ⅲ 特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおけるリスク対策」の、「「５．

特定個人情報の提供・移転」における、「リスク３」に対する措置の内容の記載箇所にお

いて、必要な修正を行います。修正案は次のページです。 

 ４ページ目をご覧ください。標準化に伴う、評価書の他の記載部分における修正と同様

に、移行作業期間については、現行の業務共通システムに係る記載と、次期業務共通に係

る記載を併記し、標準化後に現行の業務共通システムに係る記載を削除します。 

 次期システムに係る記載については、記載をそろえるため１項目目で、元から行ってい
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た「特定個人情報の移転にあたっては」という文言を追加いたします。 

 また次期システムに係る記載の２項目目において、統合データベース管理機能が削除さ

れた後も、もともと業務共通システムにおいて適切なアクセス制御を行っていることを記

載いたします。 

 次に、５ページ目をご覧ください。１行目の「特定個人情報ファイルを取り扱う理由」

では、「統合ＤＢで保有する」という記載が不要なため削除しております。 

 ２行目、「事務の内容」の図において、図の中に統合データベースの記載がありました

が、「業務共通システム（庁内連携システム／統合宛名システム）」という記載へ変更い

たしました。なお、国民健康保険に関する事務の評価書だけではなく、予防接種に関する

事務の評価書における「事務の内容」でも、同様の図があったので、そちらも併せて修正

いたします。 

 ３行目、「特定個人情報の入手・使用」の箇所でも、「（統合ＤＢ）」という記載を削

除いたします。 

 一番下、「特定個人情報の提供・移転」については、提供の時期・頻度の記載がありま

すが、評価書の別紙２と別紙３に、移転先及びその時期「・頻度が記載されておりますので、

そちらを参照するように記載を変更いたします。 

 説明は以上になります。ガバメントクラウドのアクセス制限に係る記載の修正及び統合

データベースの記載が残っていた部分の削除について、修正案のご説明をさせていただき

ました。よろしくお願いいたします。 

 

【意見交換等】 

（井原部会長） ありがとうございました。 

 ただいま、前回の指摘を受けた修正点についてご説明をいただきましたが、何かご質問、

ご意見等はございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

（なし） 

（井原部会長） よろしいでしょうか。 

 それでは次に、後期高齢者医療事務について、健康保険課からご説明をお願いします。 

 

【実施機関の説明】 

（柿沼健康保険課長） それでは、後期高齢者医療事務に関する医療保険給付関係情報の
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移転について、ご説明いたします。 

 資料３－１をご覧ください。 

 「１ 健康保険被保険者の資格情報の確認の必要性」ですが、番号法の一部改正により、

本年１２月２日に健康保険証が廃止されたことに伴い、本市の医療費助成に係る独自利用

事務において、被保険者証の資格を確認するため、「医療保険給付関係情報」の情報連携

を行うための条例改正をしております。 

 後期高齢者医療の被保険者証についても廃止となることから、新たに庁内で情報の移転

を行うため、評価書を修正しようとするものです。 

 本来、後期高齢者医療事務の保険者は、後期高齢者医療広域連合であるため、情報提供

ネットワークシステムを経由した他団体への情報連携については、いわゆる提供省令に基

づき、提供先は広域連合に対し情報提供を求めることとなります。このため、提供につい

ては広域連合の評価書において記載をすることとなり、市の評価書への影響はありません。 

 一方で、各市町村は、後期高齢者医療事務のうち、資格の管理や保険料の賦課・収納の

事務の一部を担っており、被保険者に係る資格の情報を保有していることから、情報提供

ネットワークシステム経由で提供を受けるのではなく、庁内で移転を行うことにより確認

することを想定しております。このため、評価書を修正し、新たに情報の移転を開始する

ものでございます。 

 後期高齢者医療事務においては、これまで特定個人情報の移転を行う事例がなかったこ

とから、今回、評価書に移転の際のリスク対策を新たに記載する必要があり、当該変更が

「重要な変更」に当たります。 

 今回の評価書で、情報の移転について追記する部分ですが、評価書の１５ページをお願

いいたします。「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」において、後期高齢者医療ファイル

に記録された特定個人情報の移転について、「５ 特定個人情報の提供・移転」の「提供・

移転の有無」の欄に、新たに移転を行っている事務として「５件」と記載しております。 

 「２ 対象となる事務」ですが、①の条例改正により新たに移転を開始する事務として、

ア～エまでの４事務のほか、②の条例改正前から独自利用事務として規定されていた事務

として、オ「生活保護法に準じて行う生活に困窮する外国人に対する保護の措置に関する

事務」があります。後者は従前から独自利用事務として条例に規定されていたものの、保

険証の廃止前は庁内での特定個人情報の移転を行っておりませんでしたが、保険証の廃止

を機に、システム上の確認が必要となる場合に備え、移転対象として加えたものでござい
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ます。 

 「４ 特定個人情報の移転に係るリスク対策」ですが、移転対象となる五つの事務は、

いずれも本市の福祉システムを用いて業務を行っているため、同じ福祉システム内におけ

る、後期高齢者医療に係る情報への閲覧権限を職員へ付与することにより、移転を行いま

す。 

 移転に先立ち、移転が必要な情報及び移転先の事務を行う担当者の範囲については、移

転元である健康保険課と移転先の各所管課において協議を行い、協議済みの情報及び職員

ＩＤに限定して、資格情報の確認を行うための、システムの閲覧権限を付与します。 

 また、システム責任者において、福祉システムの操作記録のログを取得し、定期的に確

認いたします。 

 具体的には、評価書の２９ページをお願いいたします。「５ 特定個人情報の提供・移

転」の「リスク１：不正な提供・移転が行われるリスク」をご覧ください。まず、特定個

人情報の移転の記録の具体的な方法については、福祉システム操作記録のログを取得し、

定期的に確認いたします。移転に関するルールについては、番号法関連法令及び番号利用

条例に定められた事務についてのみ行うこととし、事前に移転先とデータ利用に係る協議

を行います。 

 また「リスク２ 不適切な方法で提供・移転が行われるリスク」については、リスクに

対する措置の内容として、データ連携について事前に協議した情報及び移転先のみ、福祉

システム内のアクセス権限を付与することにより行うとし、「リスク３ 誤った情報を提

供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク」については、先

ほどのご説明のとおり、事前に協議した情報及び対象職員に限り福祉システム内の閲覧権

限を付与しており、権限を付与された職員しか閲覧できないこと、また、システム内の閲

覧のため、移転元と同じ情報を確認することから、誤った情報の移転については想定され

ず、リスク対策としては十分と言えると考えております。 

 ここで、資料３－２「後期高齢者医療事務【全項目評価書】修正点及び事前質問への回

答」をご覧ください。 

 特定個人情報の移転に係る評価書の記載については、前回の部会後にご質問をいただき、

評価書の内容に誤りがあることが分かりましたので、当初の評価書案から一部修正をさせ

ていただいております。修正部分は大きく三つございます。 

 一つ目は、移転の方法について、評価書の記載の整合が取れていなかった点の修正です。
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後期高齢者医療事務における特定個人情報の移転は、全て福祉システム内で行われること

から、記載を修正させていただきました。 

 二つ目は、移転対象となる事務の削除です。子どもの医療費の助成に関する事務におい

て、前回の部会でご審議いただきました、国民健康保険に関する事務では資格情報の移転

が必要であるものの、後期高齢者医療制度の被保険者に関する資格情報については移転が

不要であることが判明したため、修正し、移転の件数が５件となっております。 

 三つ目は、移転先の明確化です。資格情報の照会は本庁担当課だけではなく、各区の担

当課も行うことから、移転先を明確化するため、情報照会者へ各区担当課を追記させてい

ただきました。 

 それでは修正内容について、資料３－２の表の１をお願いいたします。移転先の件数を

６件から５件に修正しています。同様に表の８のとおり、評価書の「別紙１」でも、こど

も企画課の項を削り、五つの事務に修正しています。 

 ２の「移転方法の修正」については、福祉システム内で行われるものとして記載を改め

ております。同様に「９」のとおり、「別紙１」でも、移転方法を「福祉システム内」に

改めております。 

 ３の「移転の時期・頻度」については、閲覧権限を付与された移転先の担当者が随時閲

覧するため、記載を修正しております。 

 ４から７までの、移転に伴うリスク対策の記載についても、庁内ネットワークによる移

転を前提とした記載から、福祉システム内での移転を前提とする記載に修正しております。 

 最後に１０ですが、「別紙１」の「情報照会者」の欄に各区担当課を追記いたしました。 

 資料３－１にお戻りください。 

 「５ 移転開始時期」についてですが、当該リスク対策に係る記載の変更は「重要な変

更」に該当するものの、保険証の廃止時期（令和６年１２月２日）に合わせて移転を開始

する必要があったことから、評価書の修正は間に合わず、事後の修正となっております。 

 健康保険課からの説明は以上となります。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【意見交換等】 

（井原部会長） ありがとうございました。 

 ただいま修正点も含めてご説明をいただきましたが、委員の先生方のほうで何かご質問、

ご意見等はございますでしょうか。 



 11 

（なし） 

（井原部会長） 何かございましたら、随時でもご意見を頂戴したいと思います。 

 続いて介護保険に関する事務について、介護保険管理課からご説明をお願いいたします。 

 

【実施機関の説明】 

（上原介護保険管理課長） 介護保険管理課でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 事前にご質問いただき、評価書の記載に誤りがあることが判明しましたので、当初の評

価書案から一部内容を修正させていただいております。 

 概要としましては、特定個人情報の移転に関する項目に、訂正箇所及び未記載の箇所が

あったため、修正をするものとなります。 

 実は、従前から庁内での情報連携、つまり「移転」を行っていたのですが、その旨を評

価書に記載できておりませんでした。これは、他の実施機関との情報連携である「提供」

と解釈を混同してしまっていたためと思われます。 

 この度、番号法の改正により、移転・提供の根拠法令が改正されたため、改めてその点

について整理し、移転先について記載し、本年９月１３日に公表をしたところでございま

すが、これに係るリスク対策が未記載となっておりました。これまでに誤った記載がされ

ておりましたが、今後は同様の誤りがないよう、確認を徹底してまいります。 

 修正内容についてご説明いたします。評価書と併せて資料４をご覧ください。資料４は、

評価書の修正点をまとめたものとなります。で 

 評価書１３ページをお願いいたします。「５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴う

ものを除く。）」の、「提供・移転先の有無」の欄で、移転を行っている件数を１５件か

ら１４件に訂正いたします。こちらは、評価書の９５ページ目にあります、「別紙２」の

「Ｎｏ.１３ 保護課」と、その下の「別紙３」の「Ｎｏ.１ 保護課」の事務が同一事務

であり、「別紙３」の「Ｎｏ.１ 保護課」の記載の方、番号利用条例を根拠とする移転の

みを行うためでございます。なお、介護保険に関する事務において取り扱う特定個人情報

ファイルは複数あり、ファイルごとに「Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要」のページを作

成しているため、評価書の２０ページ、２８ページ、３５ページ、４２ページの各ページ

にも同様の記載があることから、同様に訂正をいたします。 

 続いて、同じく評価書の１３ページになります。「移転先１」の「特定個人番号利用事
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務の所管課」にある件数について、１３件から１２件へ訂正いたします。保護課における

事務では番号利用条例を根拠とする移転のみを行うことが理由であり、この点についても、

同じく２０ページ、２８ページ、３５ページ、４２ページにおいて、同様に記載を修正い

たします。 

 続いて、評価書の５０ページをお願いいたします。「５．特定個人情報の提供・移転（委

託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）」でございます。情報提供ネ

ットワークシステム以外での特定個人情報の「提供」は行っておりませんが、庁内ネット

ワークシステムとＤＶＤ媒体による「移転」を行っているため、「提供・移転しない」欄

に記入されていた「○」を削除いたします。  

またこれに伴い、未記載となっていた、移転に係るリスク対策を記載いたします。資料

４をご覧ください。 

 まず「リスク１ 不正な提供・移転が行われるリスク」に関する、移転の記録の方法で

すが、庁内ネットワークでの情報の移転については、庁内連携システム内に送信記録を残

しており、ＤＶＤでの情報の移転については、情報媒体への書き込みなど、端末の外部に

情報を持ち出す操作記録を残しております。 

 移転のルールの内容及びルール遵守確認の方法ですが、番号法関連法令及び番号利用条

例に照らし、定められた事務についてのみ行うこととし、事前にデータ利用について移転

先と協議を行うこととしております。 

 続いて、「リスク２ 不適切な方法で移転が行われるリスク」について、庁内での移転

については、データ連携について事前に協議した情報及び移転先のみ、庁内連携システム

上及びＤＶＤでの連携を行うこととしております。また、ＵＳＢ等のＤＶＤ以外の情報媒

体は使用ができなくなっており、書き込みが可能な端末も制限しております。 

 続いて、「リスク３ 誤った情報を移転してしまうリスク、誤った相手に移転してしま

うリスク」でございます。  

 まず、現行の業務共通システムにおける措置です。特定個人情報の移転に当たっては、

千葉市電子情報処理規程に基づき、あらかじめ移転先が移転元に協議し、移転元が利用目

的、情報の移転方法、情報の内容を確認し、適正と認めた場合に限り許可しています。ま

た庁内での移転については、命令第２条の表又は番号利用条例で定められた情報を統合Ｄ

Ｂに格納し、移転先が必要とする情報を統合ＤＢから取得することで、データ連携を適切

に行っています。 
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 次に、次期業務共通システムにおける措置です。次期システムにおいても、事前の協議

に基づいて特定個人情報の移転の許可を行い、また命令第２条の表又は番号利用条例に定

められた事業担当者以外からは、業務共通システムにおいて特定個人情報へのアクセスを

行えない仕組みを構築しています。また、当該事業に必要のない情報との紐付けは行えな

いようになっています。 

 最後に、ＤＶＤでの連携における措置です。こちらも事前協議に基づいて特定個人情報

の移転の許可を行い、ＤＶＤの授受方法は職員間の手渡しに限定し、正しい相手に確実に

渡すようにしております。 

 以上の内容を確実に行うことによりまして、リスク１～３への対策は十分に行われてい

ると考えております。 

 次に、評価書の９５ページをお願いいたします。 

 「別紙２」の、「Ｎｏ.４ 保護課」における移転方法が、「ＤＶＤ連携等」となってお

りましたが、正しくはシステム連携により実施しておりますので、「ＦＴＰ連携（庁内連

携システム）」と訂正いたします。 

 同じく「別紙２」の、Ｎｏ.１、２、７、１０の移転方法が「ＤＶＤ連携等」となってい

ますが、先ほど説明させていただいたとおり、ＵＳＢなどの媒体を使わずにＤＶＤ媒体の

み利用するため、「等」を削除いたします。 

 同じく「別紙２」のＮｏ.１、２、４、５、６、８、９、１１、及び「別紙３」のＮｏ.

１について、移転先を明確化するため、「情報照会者」欄に、本庁担当課以外にも、区の

担当課等を追記いたします。 

 また、評価書の記載内容を明確化するため、同じページの「別紙２」及び「別紙３」に

あるそれぞれの表の下部に、説明文「※ＦＴＰ連携（庁内連携システム）による移転に係

る提供実績の概数は、システム毎の合計数を記載している。」を追記いたします。 

 介護保険管理課からのご説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

 

【意見交換等】 

（井原部会長） ありがとうございました。 

 ただいま説明いただいた内容につきまして、委員の先生方、ご質問、ご意見等がござい

ましたらお願いいたします。 

 では、私から１点ご質問をよろしいですか。 
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 評価書の９５ページ目、修正後の別紙２及び３において、情報照会者に各区の社会援護

課や児童相談所等を追記いただきましたが、提供実績の概数については特段変更されてい

ないとのことでした。こちらは、移転先の対象範囲は従前から変わっていないものの、各

区の担当課や児童相談所等を評価書へ記載することが漏れていたため今回追記したという

ことであり、移転先の範囲に変更が生じたわけではないという理解でよろしいでしょうか。 

（上原介護保険管理課長） はい、そのとおりでございます。 

（井原部会長） ありがとうございます。 

（本澤委員） 今回修正いただいた点について、移転は従来から行われていたけれども、

評価書で記載がされていなかったので、今回記載したという理解でよろしいですか。 

（土谷主査） はい。そのとおりでございます。 

（本澤委員） ＤＶＤによる移転を行っているとのお話でしたが、評価書において実績と

しては０件と記載されていますので、実際には、これまでもＤＶＤによる移転はあまり行

われてきたことがなかったということでよろしいでしょうか。 

（土谷主査） 「別紙２」のうち、「７ 防災対策課」の事務では、令和５年度、ＤＶＤ

による移転実績が１回あったとの記載がございます。 

（本澤委員） ＤＶＤ等のメディアでは、いろいろ外部に持ち出せる形となり、その辺り

はリスクとしてどうなのかなと思ったんですけど、ほぼ使われていないということでしょ

うかね。 

（土谷主査） 頻度としては少ないようです。 

（井原部会長） 予防接種に関するについては、特にご説明はないということでよろしい

でしょうか。 

（土谷主査） はい、予防接種、個人市民税及び固定資産税・都市計画税に関する事務に

つきましては、業務共通システムの変更に伴う変更のみであるため、前回の第１６回部会

で、情報システム課よりご説明した内容のとおりという形でございます。 

（井原部会長） 分かりました。では、これは事務局へのご質問になるんですけど、今回、

「重要な変更」が事後になった場合で、過去、部会から親会へ報告した事例などはあった

でしょうか。 

（渡邊市政情報室長） 令和２年１２月に行われた部会においてご審議いただいたもので、

委託に関する事項の追加が評価書の「重要な変更」に当たるものの、事後での評価の実施

となったという事例がありました。お手元に参考資料としてお配りさせていただきました
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が、その際には部会より、ただし書として「重要な変更についてはこれを事前に行うべき

ところ、事後の評価の再実施となったことは遺憾であり、実施機関は、評価の再実施につ

いて、関係法令等に基づき適切な時期に行うよう留意されたい。」と加えられたというよ

うな事例がございました。 

（井原部会長） ありがとうございます。後ほど報告書案の審議のときに、今のお話も参

考にしながら協議したいと思います。 

 それでは、所管課からご説明いただいた事務に関する変更点、その他に関するご質問、

ご意見等は全体を含めてよろしいでしょうか。大丈夫でしょうか。 

（なし） 

（井原部会長） 続きまして、審議会への点検結果の報告についての検討へ移らせていた

だきたいと思います。事務局のほうで報告書の案等はございますでしょうか。 

（事務局から報告書案の配布） 

【事務局の説明】 

（土谷主査） ただいまお配りいたしました報告書案をご覧いただきまして、１枚目が報

告書の案、２枚目以降がその別紙となってございます。 

 １枚目の報告書（案）の概要につきまして、「１ 審議事項」には、今回ご審議いただ

きました８事務の記載をしております。 

 「２ 調査審議の内容」では、（１）で全項目評価書（案）を確認したこと、（２）で

部会での意見と意見に対する主な対応状況は別紙のとおりであることを記載しており、お

配りした資料の２枚目以降が別紙となっております。 

 別紙をご覧ください。第１６回部会でのご意見、ご質問及び今回の部会に先立って頂戴

した事前質問を踏まえた評価書の修正内容等をまとめております。 

 １ページ目、１点目は全事務共通の修正となります。ガバメントクラウドにおける措置

で、アクセス制御についての記載ぶりを修正するというものであり、本日ご説明した内容

を反映しているものになってございます。 

 同じく１ページ目の２点目以降は、国民健康保険に関する事務につきまして、業務共通

システムの統合データベース管理機能の廃止に伴い、評価書の修正をするものとしまして、

本日ご説明した内容を反映させたものとなってございます。 

 ２ページ目のほうの一番下は、予防接種に関する事務につきまして、同様に、統合デー

タベース機能の管理廃止に伴って、図を修正する内容となります。 
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 ３ページ目は後期高齢者医療事務につきまして、主に移転方法の修正、また、移転先の

削除などによる評価書の修正について、本日ご説明した内容を反映させたものとなってご

ざいます。 

 次の４ページ目から７ページ目までは、介護保険に関する事務につきまして、主に移転

に係るリスク対策を新たに記載すること、移転先の削除に伴って評価書の修正をするとい

った、本日ご説明した内容を反映させたものとなってございます。 

 報告書（案）へお戻りいただきまして、「３ 部会の意見」をお願いいたします。 

 １段落目は、「番号法、特定個人情報保護評価に関する規則、特定個人情報保護評価指

針、個人情報の保護に関する法律等の規定に照らし、慎重に調査審議した結果、現段階で

は妥当なものと評価できる。」となっております。こちらは、別紙の意見を踏まえまして、

修正を行った後の評価書について妥当と評価できる、という意味合いでの記載となってご

ざいます。 

 ２段落目には、先ほど、介護保険に関する事務のご審議の中でもご質問を頂戴しました

が、「重要な変更」が事後評価となってしまった際の部会報告書を踏まえ、ただし書を記

載しておりまして、文言といたしましては、「ただし、介護保険に関する事務において、

特定個人情報の移転に関するリスク対策の追加は重要な変更であるため、事後の評価とな

ったことは遺憾であり、実施機関は、関係法令等に基づき、評価を適切な時期に行うよう

留意されたい。」としております。こちらは、先ほどお配りいたしました、令和２年１２

月３日付け千葉市情報公開・個人情報保護審議会答申第３１号において、委託事項に係る

追加記載の漏れがあった際に付されたものを参考にしております。 

 後期高齢者医療に関する事務においても、「重要な変更」であって事後に実施されるも

のがありますが、こちらは条例改正後に暇がないという理由であるため、報告書（案）に

は含めない形としております。 

 こちらの内容も含めまして報告書及び別紙についてご審議をいただければと思います。

よろしくお願いいたします。 

 

【意見交換等】 

（井原部会長） ご説明ありがとうございました。 

 審議の内容としては、別紙の内容がこちらでよろしいか、また報告書における「部会の

意見」の前半部分がこちらでよろしいか、更に、同じく「部会の意見」のただし書の部分



 17 

について、ただし書の部分を付記するかどうか、また付記する場合、現在は介護保険に関

する事務に係る記載のみとなっていますが、後期高齢者医療に関する事務に係る記載を含

めるか。それらが、議論のポイントになると思います。 

 まず別紙の内容について、本日ご説明いただいた内容が整理された上で列記されている

ものであると思いますが、ご意見等はございますでしょうか。 

 恐らく誤記であると思いますが、別紙の７ページ目で、１行目にある「保護課の行」と

いう記載は、同ページの上から３行目と同じ修正内容だと思われます。 

（土谷主査） ありがとうございます。 

（井原部会長） 他に別紙の部分について、お気づきの点がございましたら、お願いいた

します。よろしいでしょうか。 

（なし） 

（井原部会長） では、報告書（案）についてご意見を頂戴したいと思います。まずは、

「３ 部会の意見」の１段落目、修正後の評価書は妥当なものと評価できる、という結論

についてはよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

（井原部会長） ありがとうございます。 

 では、２段落目において、ただし書きのように付記を行うかについてのご意見はいかが

でしょうか。 

（本澤委員） 令和２年度に審議を行った事例では、委託先の記載が抜けていたものを追

記したということでしたね。 

（渡邊市政情報室長） 区政事務センターへの委託について記載が漏れていたものです。 

（本澤委員） 今回、介護保険に関する事務で、庁内連携であったところを、特定個人情

報の提供として取り違えており、リスク対策の記載がされていなかったということですね。 

（井原部会長） 評価内容の誤りなので、評価実施手順が前後した、というような表現に

はぴったり当てはまらないと思います。評価実施の時期、スケジュール等が遅れて事後で

の評価実施となった、という場合とは違い、評価の内容が誤ってしまってということです

からね。その辺りの記載はいかがしましょうか。 

（本澤委員） 評価を間違えていたこと自体は良いこととは言えないけれども、というよ

うな感じですよね。事前、事後という話と確かにぴったり来るものではないと思います。 

（中村副部会長） そうですね。時期の問題じゃないですよね。実は前のときもそうかも
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しれない。 

（井原部会長） そうですね。前のときも時期の問題ではなかったかもしれないですね。 

（中村副部会長） 難しいですね。事前の実施であれば間違いがあっていいのか、という

ことにもなってしまいますね。 

（井原部会長） 本来的には時期の問題ではなくて、評価内容の部分で適切に、という話

になってくる気がします。したがって、以前からの評価書の内容も間違っていた、という

ことになってしまうのですよね。 

（本澤委員） 言うとすれば、正確性を確保してくださいという話になるのですよね。時

期についてではなく。 

（中村副部会長） そうですよね。 

（井原部会長） 評価書の記載の問題だけなんですよね。基本的には、リスク対策を実施

していないわけではなくて、実施はされていたが、評価書で記載しなければいけないとこ

ろを記載が漏れていた、という問題なんですよね。 

 これが評価書の記載を誤った上に、必要なリスク対策を施していなかったというなら、

かなり悪質だという話になってきますが、今回はリスク対策はきちんと実施していて、評

価書に記載する内容もきちんと整っていたけれども、そもそも「移転」という概念の認識

を間違えていたから、評価書に記載されていなかった、という理解で良いのですよね。 

（渡邊市政情報室長） おっしゃるとおりです。 

（中村副部会長） ただ、実施の時期について、重要な変更だから事前に実施しなくては

いけなかったということですよね。 

（渡邊市政情報室長） そうですね。形式的な部分で引っかかっている、というところで

のご相談となります。 

（井原部会長） そういうことですね。では、時期の問題というのは間違いではないのか。 

（土谷主査） 区政事務センターへの委託の事例と比べ、事後となった期間の程度が違う

のですが、区政事務センターの事例では、本来は委託契約をするよりも事前に評価を実施

するべきところ、契約後の実施となってしまっていたというものとなります。その点につ

いて、評価の実施時期の誤りであることから、こちらの付言を頂戴いたしました。 

 よって、実際にはかなり以前から移転を行っていたところ、評価の実施において一部誤

ってしまって評価書の項目が未記載になっており、今回、期間はかなり空いてしまってお

りますが、その部分を追記するということについて、事後での評価を行うことになってし
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まったという整理となります。 

（中村副部会長） そうですよね。区政事務センターの事例について、あれはもともと評

価書の記載が違っていて、再確認して委託という記載に変更されたのですよね。 

（渡邊市政情報室長） 改めて確認した際、評価書に記載されていなかったということで

した。その区政事務センターの事例でも、特定個人情報の取扱いが不適切だったというこ

とではなく、評価書への記載が漏れていたというものとなります。 

（中村副部会長） 今回は、実態に何らかの変化があって、評価書の記載を変えたという

わけではないのですよね。 

（渡邊市政情報室長） はい。 

（中村副部会長） 番号法の規定によって変更が生じたわけではないのですね。 

（渡邊市政情報室長） 根拠法令の見直しの際、今まで情報連携であると思っていた取扱

いが移転であったとわかり、整理をし直したところ、そこの誤りがあったと発覚しました。 

（中村副部会長） 番号法の問題であるわけではないわけですよね。 

（渡邊市政情報室長） はい。 

（中村副部会長） だからですよね、問題は。難しいですね、これは。評価部会において

も、今まで気がつかなかったのが。 

（渡邊市政情報室長） これまでの評価書では、移転があるとは一切書かれておらず、移

転を行っていないものとしてご説明をしていたものと思います。 

（土谷主査） 評価書の記載としては整合性が取れた状態で説明をしておりました。 

（渡邊市政情報室長） 今回の番号法改正に伴い再確認したところ、根拠法令に係る記載

は正しくなったものの、リスク対策に係る記載が漏れてしまっているという評価書の不整

合が明らかになっている、という状況です。 

（井原部会長） 結局、気付くきっかけになった庁内システム連携の箇所を変更したとき

に、リスク対策の記載も変更していれば、事前に実施できたという意味では、時期の問題

なのですね。 

（渡邊市政情報室長） 移転自体は、以前から行われているので、いつ評価を実施しても

事後にはなってしまいます。 

（土谷主査） 最初の評価書の作成時に記載していないと、事前には該当しなかったもの

です。 

（中村副部会長） それであれば、時期の問題ではなくて、やはり評価書作成においては
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慎重にしてほしい、というお話になるのかなと思います。適切な時期に実施する、ではな

く、そもそも注意を怠らないようにしてほしい、という。 

（井原部会長） 移転を行っている事務の確認については慎重、というような表現になる

のでしょうか。やはり、重要な変更に当たる部分についての評価を間違えたとなると、何

か意見を付すべきなのですよね。 

（本澤委員） そうなんですよね。 

（中村副部会長） そうですよね。重要な変更については、その変更があった時点で記載

しなければいけないんですよね。 

（井原部会長） よって、評価の実施自体がずっと遅れてしまったというお話になるので

すよね。 

 ちょっとすみません。後期高齢者医療の評価書については、今回は付言しないというこ

とに関して、それはよろしいですか。 

 後期高齢者医療の評価書は、おそらくこちらと異なる内容ですので、報告書で言及する

となると別の表現となってしまいますね。後期高齢者医療については、改正条例の成立の

スケジュールの問題から、事前の実施となるようには評価書へ記載できなかったというこ

とで、特段そちらについては付言をしないものとしてよろしいでしょうか、と事務局の意

見を頂戴しました。そちらについてはよろしいですかね。 

（異議なし） 

（井原部会長） では最後に、報告書の記載ぶりについて、先ほどお話しした問題点から

すると、どのような記載になるでしょうか。 

（土谷主査） あくまで評価の内容についてのお話になる場合、重要な変更という文言を

含めずとも良いのかと思います。 

 重要な変更の場合は、事前での実施が必要なため、その点もご指摘の対象に入りますが、

今回は、評価書の作成についてはより慎重に、というような、より全体的な記載も考えら

れ、ご意見を伺いながら確定させていただきたいと考えたところでございます。 

（本澤委員） 結局、ここを書き換える、直すことは重要な変更につながる。そして重要

な変更につながり得る間違い、評価の誤りという意味では、やはり重要な変更という点が

一つの要素ではあったと。 

（中村副部会長） 難しいですよね。今後の見直しの際に発覚した場合はどうなるのでし

ょうか。 
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（渡邊市政情報室長） リスク対策に係る記載の変更など、重要な変更に当たるものにつ

いては、市民意見聴取及び第三者意見を受ける必要がありますので、それらの手続を経て

の修正を、事後的に行うことになります。 

（中村副部会長） 今回は、それが事後になってしまったということですね。 

（渡邊市政情報室長） はい。このタイミングで発覚しましたので、審議会でご審議いた

だいた上で修正させていただきたいと考えております。 

（井原部会長） リスク対策の実施は既にされているから、内容の追加というよりは追記

なのですよね。リスク対策に係る記載を追記する。 

（中村副部会長） 記載に変更があったら再評価しなければいけないということですよね。 

（渡邊市政情報室長） はい、リスクが軽減されるような修正でないのであれば、基本的

には評価を再実施することとなります。一方、リスクが軽減されるような修正である場合

は、実施機関の中で対応可能なものもあります。 

（中村副部会長） 再評価が今の時点になったことが駄目だということですね。 

（渡邊市政情報室長） 移転をしている時点で、リスク対策について追記していなければ

いけなかったところ、追記されていなかったということについて、どう評価するかという

ご相談となります。 

（中村副部会長） 移転は、昔からおこなわれていたということですよね。 

（渡邊市政情報室長） はい。 

（中村副部会長） 令和２年度の事例とは、少々違い、今回は内容の誤りに近いですよね。

誤りが見つかったときの対応方法としては、直ちに実施することになるのでしょうか。ま

た直ちに実施するとなると、審議会も行うということでしょうか。 

（井原部会長） 市民意見聴取も必要ですものね。 

（中村副部会長）となってしまいますね。 

（土谷主査） 従前の例からも、評価実施時期の誤りという点に着目した案文を作成して

おりましたが、評価書への記載時、根拠法令の解釈を誤り、その結果、評価書への記載の

漏れを生じた、という整理とご指摘をいただきました。一例ですが、「重要な変更である

特定個人情報の移転に関するリスク対策が未評価となっていたことは遺憾であり、実施機

関は、関係法令等に基づき、適切に評価を行うよう留意されたい。」と致しますのが、ご

意見に則していると考えますが、いかがでしょうか。 

（中村副部会長） そのほうがすっきりしますね。 
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（本澤委員） すっきりしますね。 

（井原部会長） 全委員共通で、今の案の方が、原案よりよろしいと思います。 

 では、後期高齢者医療に関する事務については記載せず、ただいまの記載に修正すると

いう形でよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

（井原部会長） 大事なのは、リスク対策をきちんと実施していることであると思います。 

 では、報告書については、「３ 部会の意見」の前半部分までは原案のとおりとし、後

半部分については、評価実施時期の問題ではないため、ただいまの修正案のとおり修正す

る、そして、別紙については一点だけ訂正いただいて、というご意見が出ましたので、そ

ちらの修正をした上で確定する、ということにさせていただきたいと思います。よろしい

でしょうか。 

（異議なし） 

（井原部会長） はい。 

 それでは、議事２（１）については以上とさせていただきたいと思います。 

 

◆その他 

 

（井原部会長） 次に「３ その他」として、事務局から何かございますでしょうか。 

（土谷主査） 本日の会議の議事録の確定方法でございますが、後日事務局で議事録案を

作成し、併せて非公開とすべき部分を検討し、明示した上で、委員の皆様にお送りいたし

まして、ご意見を頂戴いたします。 

 いただいたご意見を基に修正案を作成いたしますので、その確定につきましては、井原

部会長にご一任いただければと思いますが、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

（井原部会長） ありがとうございます。 

 それでは、議事録の確定方法について、最終確定については私にご一任いただきますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上をもちまして、千葉市情報公開・個人情報保護審議会、第１７回特定個人情報保護

評価部会を終了したいと思います。 

（渡邊市政情報室長） 本日は、慎重にご審議をしていただきまして、誠にありがとうご
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ざいました。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。 


